第１７章　財政
1.大阪府の財政
　普通会計
　昭和54年度の普通会計決算額は、歳入が1兆1,092億円、歳出が1兆1,037億円となり53年度に比べて歳入で7.9パーセント、歳出で6.8パーセントの増加となった。　　　　　　　　　　　
　54年度決算の特徴は単年度収支が昨年に引続き73億円の黒字となり累積赤字(実質収支)は101億円と昨年(174億)に比べ大巾に改善がみられる。 54年9月策定した｢財政再建計画｣に算定されている財政収支計画の累積赤字額(120億円)に比べても大幅な減少となっているものの、府財政はなお多額の赤字をかかえるとともに、経常収支比率が依然として高く、財政の硬直化がみられ、加えて今後の社会経済状況が不透明なため、必ずしも楽観できない状況にある。
歳入
　54年度の歳入構造をみると、自主財源の割合は67.6パーセントと53年度(64.2パーセント)を3.4ポイント上回った。これは主として、歳入構成の53.8パーセントを占める府税収入が景気の回復基調にともなって事業税を中心に15.3パーセントの伸びを示したためである。
　一方、依存財源は32.4パーセントと53年度(35.8パーセント)よりも低くなったが、これは減収補てん債、退職手当債などの府債の発行減による(対前年度比17.1パーセントの減少)ものである。
　府は今後、健全な財政運営を図っていくためには、府税収入をはじめとする自主財源の拡充強化に努力を払っていくとともに、依存財源についても超過負担の解消、地方交付税の算定方法等の改善など現行の財政運営上の不合理を撤廃することにより、地方財源の拡充に努めてゆく必要がある。
歳出
　歳出決算額を行政目的別にみると、最も大きな割合を占めているのは教育費(歳出総額の36.7パーセント)で、次いで土木費(同15.8パーセント)、警察費(同12.0パーセント)、公債費(同8.3パーセント)の順となっている。
　53年度と比較すると災害復旧費の257.2パーセント増の特例を除いては総務費が11.7パーセント増で最も高く、次いで公債費(11.4パーセント増)、農林水産費(11.0パーセント増)、衛生費(10.7パーセント増)などとなっている。
　又、性質別では人件費、扶助費、公債費などの義務的経費が55.6パーセントを占めている。これに対して公共事業費などの投資的経費は18.1パーセント、貸付金、補助金などのその他の経費は26.3パーセントとなっている。前年比でみると義務的経費は6.5パーセント、投資的経費は0.4パーセント、その他の経費は12.3パーセントの増加となっている。また義務的経費の中の公債費は前年度比で12.4パーセントの高率になっており、財政硬直の一因となっている。
2.市町村の財政
　昭和54年度の府下市町村普通会計決算額は歳入が１兆7,863億円、歳出が1兆7,885億円となり、53年度に比べて11.3パーセント、10.5パーセントの伸びを示した。 54年度の形式収支は22億円の赤字で、翌年度への繰越財源を差引いた実質収支では148億円の赤字となり、53年度に比べ赤字額は76億円減少し、赤字団体数も18団体と2団体の減少となり前年度の好転を持続しているが、経常収支比率が全国平均と比べまだまだ高率であることと、公債費が高率で伸びていることなどから、市町村の財政はなお深刻な状況にある。
歳入
　歳入決算額(1兆7,863億円)を科目別にみると、地方財政の根源となる市町村税(7,116億円)が39.8パーセント、次いで国庫支出金(2,842億円)15.9パーセント、地方債(2,036億円)11.4パーセント、諸収入(1,830億円)10.2パーセント、地方交付税(1,457億円)8.2パーセントの順となっており、歳入総額に占める市町村税、地方交付税のウェイトは48パーセントと5割にも満たない状態であり、反面地方債への依存度は依然として高く、今後、公債費の増加がみこまれることにより義務的経費の増加は続くものと考えられ、市町村の財政運営は、なお厳しい状態になると思われる。
歳出
　目的別に構成費をみると、土木費が23.2パーセント、教育費が17.6パーセントで総額の40.8パーセントを占めている。一方住民福祉に直結した民生費、衛生費は30.2パーセント を占めているが、このうち衛生費は53年度に比べ12.8パーセントの増加となった。
　性質別では、普通建設事業費(4,826億円)27パーセント、人件費(4,136億円)23.1パーセント、扶助費(2,524億円)14.1パーセント､公債費(1,848億円)10.3パーセントなどとなっている。人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費は全体の47.5パーセントで、53年度(同44.6 パーセント)に比べ8.6パーセントの増加となり歳出総額の増加率10.5パーセントを下回っているが、これは人件費の伸びが鈍化したことになる。
　次に一般財源の充当状況をみると、歳入に占める一般財源は9,675億円で53年度に比し1,026億円の増加(対前年増加率11.9パーセント)と、53年度(13.9パーセント)よりも伸び率が下回っている。これに対して、歳出経費一般財源は9,715億円で53年度に比して913億円(同10.4パーセント)の増加となり、歳入一般財源を40億円上回り、市町村財政の苦しさを物語っている。
